
貸　借　対　照　表
（平成１７年３月３１日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）
流 動 資 産
現金及び預金
受 取 手 形
売 掛 金
製 品
材 料
仕 掛 品
貯 蔵 品
繰延税金資産
未　収　入　金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機械及び装置
車両及び運搬具
工具器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソフトウエア
そ の 他

投資その他の資産
投資有価証券
子 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
破 産 債 権
繰延税金資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

（負 債 の 部）
流 動 負 債
買 掛 金
短 期 借 入 金
未 払 金
未払法人税等
未 払 費 用
設備関係支払債務
そ の 他

固 定 負 債
退職給付引当金
役員退職慰労引当金

負 債 合 計

（資 本 の 部）
資 本 金

資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
その他資本剰余金
自己株式処分差益

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
任 意 積 立 金
固定資産圧縮積立金
別 途 積 立 金
当期未処分利益

株式等評価差額金

自 己 株 式

資 本 合 計

負債及び資本合計

１６，５３７，２９５
２，０４０，２３９
１，５６７，０５０
７，５８０，１１３
１，８７８，０２２
３８４，１５１

１，８１７，４５０
９７，９８５
３１８，７５６
４９７，３３５
３９８，４６６
△４２，２７６

５，７２０，２０７
５，０２８，６６７
１，７２７，８０４
９３，６２０

１，７７２，１８２
２７，８９６
４１８，５３０
８１４，３４７
１７４，２８５

１６３，４３５
１５７，７３６
５，６９８

５２８，１０４
１８６，１５０
５０，７００
３２，０００
５，５９２

１５７，８４７
１０１，４０６
△５，５９２　

２２，２５７，５０３

９，５４７，０５３
５，９１２，３９８
９００，０００
４４９，１２２
５１６，０００
４１７，２４６

１，１９９，８１８
１５２，４６６

１，１５８，３３０
１，０６０，５４０
９７，７９０

１０，７０５，３８４

２，４２８，０１６

１，９５０，３６８
１，９５０，３１０

５８
５８

７，１８３，５６５
２０３，６０６

５，３０３，４６５
７７３，４６５

４，５３０，０００
１，６７６，４９３

３５，３０９

△４５，１３９

１１，５５２，１１９

２２，２５７，５０３
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



損　益　計　算　書
（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで） （単位：千円）

科 目 金 額

（経 常 損 益 の 部）
営 業 損 益 の 部
売　　上　　高
売　上　原　価

売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費

営 業 利 益
営 業 外 損 益 の 部
営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
雑 収 益

営 業 外 費 用
支 払 利 息
雑 損 失
経 常 利 益

（特 別 損 益 の 部）
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失
減 損 損 失
投 資 等 評 価 損
固 定 資 産 除 却 損
税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益
前 期 繰 越 利 益
中 間 配 当 額

当 期 未 処 分 利 益

２８，４７６
１２５，２５９

２，１００
８３，５６２

１２０，２６８

３３，２３８
３００

１，８０２

１，０３５，６９４
△３５，３９１

２６，１４４，１３５
１９，７５７，７７７
６，３８６，３５８
４，０３３，１２２
２，３５３，２３６

１５３，７３５

８５，６６２
２，４２１，３０８

１２０，２６８

３５，３４１
２，５０６，２３６

１，０００，３０３

１，５０５，９３２
２５２，１２２
８１，５６１

１，６７６，４９３

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



１．重要な会計方針
（１）たな卸資産のうち製品・仕掛品は個別法による低価法、材料・貯蔵品は総平均法

による原価法によって評価しております。
（２）有価証券のうち、その他有価証券で時価のあるものについては決算日の市場価格

等に基づく時価法によって評価しております。（評価差額は全部資本直入法によ
って処理し、売却原価は移動平均法によっております。）その他有価証券で時価
のないものについては、移動平均法による原価法によって評価しております。
子会社株式及び関連会社株式については、移動平均法による原価法によって評
価しております。

（３）有形固定資産の減価償却方法は定率法によっております。なお、耐用年数及び残
存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につい
ては、定額法によっております。
無形固定資産の減価償却方法は定額法によっております。ただし、ソフトウェ
ア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法によっております。

（４）貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

（５）退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。数理計算上の差異につい
ては、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年)による按
分額を翌期より費用処理することとしております。

（６）役員退職慰労引当金は、商法施行規則第43条に規定する引当金であり、役員の退
職慰労金の支出に備えて役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上して
おります。

（７）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算については、当期末日の直物為
替相場により円貨に換算しております。

（８）リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。

（９）ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替予約が付
されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っております。ヘ
ッジ手段は為替予約取引により行い、そのヘッジ対象は外貨建売上債権であります。
ヘッジ方針としては、当社は通常の営業過程における外貨建取引の将来の為替
相場の変動リスクをヘッジする目的で、先物為替予約取引を行っております。

（１０）消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
（追加情報）
「地方税法等の一部を改正する法律」（平成１５年法律第９号）が平成１５年３月３１日に公布
され、平成１６年４月１日以後に開始する営業年度より外形標準課税制度が導入されたこ
とに伴い、当営業年度から「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表
示についての実務上取扱い」（平成１６年２月１３日　企業会計基準委員会　実務対応報告
第１２号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費
に計上しております。この結果、販売費及び一般管理費が３０,４７８千円増加し、営業利益、
経常利益及び税引前当期純利益が同額減少しております。



２．貸借対照表注記
（１）有形固定資産の減価償却累計額 ６，４５６，８２８千円
（２）子会社に対する短期金銭債権 ５６２，１５２千円

子会社に対する短期金銭債務 ４６６，４７１千円
（３）貸借対照表に計上されていないリ－ス契約 図面管理システム及び

によって使用している重要な固定資産 複写機・端末機器一式
（４）商法施行規則第１２４条第３号に規定する純資産額 ３５，３０９千円
（５）偶発債務

・手形債権信託契約に基づく手形譲渡高 ９８２，５００千円
・輸出貨物代金債権譲渡契約に基づく債権譲渡残高 ９６４,３２０千円

３．損益計算書注記
（１）子会社との取引
営業取引高 売　上　等 ５１３，０６４千円

仕　入　等 ３，８２３，１１９千円
営業取引以外の取引高

営業外収益 ２０，８２１千円
（２）研究開発費 ７１６，３８９千円
（３）減損損失

減損損失は、松山市の遊休土地に係る３３,２３８千円であります。
（４）１株当たり当期純利益 ７２円９９銭


